
事業番号 - - -

（ ）

現状・課題
（5行程度以内）

翌年度へ繰越し（D) - - - -

76.9

0

-

補助率等

事業概要
（5行程度以内）

災害対策本部予備施設（立川防災合同庁舎）、東京湾臨海部基幹的広域防災拠点（有明の丘地区）、東京湾臨海部基幹的広域防災拠点（東扇島地区）の維持管
理について、経年により施設に生じた不具合への対応や、庁舎管理、設備保守、清掃等の外部委託、光熱水費支払を行っている。

実施方法 委託・請負

予算額・
執行額

（単位:百万円）
（インプット）

令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度

執行額(G) 99.5 116.7 111.7

計(F)
=（A)+（B)+（C)+（D)+（E)

110.4 100.5 91.2 82.1 74.5

予備費等（E) - - - -

予算の
状況

前年度から繰越し（C)

当初予算（A) 110.4 100.5 91.2 82.1 74.5

- - -

-

平成12年度
事業終了

（予定）年度
終了予定なし 担当課室

- -

補正予算（B) - - -

-

-

2023 府 22 0060

内閣府

政策 7．防災

事業の目的
（5行程度以内）

大規模災害が発生した場合に、
①都心関係施設（官邸等）が甚大な被害を受けた場合に備え、国の災害対策本部機能、内閣府（中央合同庁舎第８号館）の防災専用の通信統制・情報処理の
バックアップ機能等を持つ災害対策本部予備施設（立川防災合同庁舎）
②現地対策本部の設置候補場所であり、災害対応の拠点となる東京湾臨海部基幹的広域防災拠点施設
の安定的な運用を確保するため、日常的な維持管理を行うことを目的とする。

参事官（復旧・復興担当） 伊藤　光弘

会計区分 一般会計

根拠法令
（具体的な
条項も記載）

災害対策基本法第28条の2、第28条の3
関係する

計画、通知等
防災基本計画

事業名 災害対策本部予備施設等の維持管理に要する経費 担当部局庁 政策統括官（防災） 作成責任者

事業開始年度

施策 7．防災に関する施策の推進

政策体系・評価書URL

主要経費 その他の事項経費

令和5年度行政事業レビューシート

-

事業概要URL
https://www.bousai.go.jp/oukyu/kunren/yobishisetu/index.html

(項)

令和5・6年度
予算内訳

（単位：百万円）

歳出予算項・目 令和5年度当初予算

61.4

123%

執行率（％）
=(G)/(F)

90% 116% 123%

防災政策費

当初予算＋補正予算に対する執行額
の割合（％）

=(G)/｛(A)+(B)｝
90%

主な増減理由（・要望額・予備費）

116%

令和6年度要求

(目) 5.2

(目)

13.1

災害関係調査費

各所修繕

その他

災害対策本部予備施設（立川防災合同庁舎）、東京湾臨海部基幹的広域防災拠点（有明の丘地区）、東京湾臨海部基幹的広域防災拠点（東扇島地区)施設の維
持管理について、経年により施設に生じた不具合への対応や、庁舎管理、設備保守、清掃等の外部委託、光熱水費支払を行っている。

各施設は経年により不具合が頻発しているところであり、発生した事象ごとに、施設運用への影響度、重要性、緊急性を精査し優先順位を定め、随時対応を行っ
ている。

令和6年度要求

-

-

-



アクティビティ①についてアウトカムが複数設定できない理由

各施設について、政府の緊急災害対策本部及び緊急災害現地対策本部として運営できる状態を保つことが目標。
.各本部の機能に重大な支障を与える不具合へ直接かつ速やかに修繕等の対応をすることが、目標を達成できる指標として最も妥当であるため。

-

-

-- -

成果目標①-3の
設定理由

（長期アウトカム
へのつながり）

-

成果実績

成果目標及び成果実績
①-2

（中期アウトカム）

成果目標 単位

- -

-

目標値 - -

- -

成果目標及び成果実績
①-1

（短期アウトカム）

成果目標

-

各施設について、政府の緊急災害対策本部及び緊急災害現地対策本部として運営できる状態を保つ。

-

100％

アウトカム設定について
の説明

令和3年度 令和4年度
5年度

活動見込
6年度

活動見込

-

令和2年度 令和3年度 令和4年度
年度

-

-

目標年度

-

-

成果実績及び目標値の
根拠として用いた

統計・データ名（出典）
/定性的なアウトカムに

関する成果実績

-

令和2年度 令和3年度

100

-

-

定量的な成果指標

- 目標値 - - -

年度

各施設について、政府の緊急災害対策
本部及び緊急災害現地対策本部として
の運営に支障となる不備及び不具合を
解消できる体制を維持する。

解消率（解消件数／対応予定
件数）

達成度

単位 令和2年度

100

- - -

-

成果実績 - -

目標最終年度

達成度 ％

-

↓

計（A) 82.1

活動内容①
（アクティビティ）

各施設について、政府の緊急災害対策
本部及び緊急災害現地対策本部として
運営できる状態を保つ。

-
活動実績

年度

- -

定量的な成果指標 単位

- -

目標年度
令和4年度

活動目標及び活動実績
①

（アウトプット）
当初見込み -

- -

-

活動目標 活動指標

-

達成度 ％

-

↓

- -

成果実績 - - -

-

74.5

３施設を適切に日々維持管理するため、各種保全や修繕を行う。

成果目標及び成果実績
①-3

（長期アウトカム）

成果目標 定量的な成果指標 単位 令和2年度 令和3年度 令和4年度

成果実績及び目標値の
根拠として用いた

統計・データ名（出典）
/定性的なアウトカムに

関する成果実績

-

成果実績及び目標値の
根拠として用いた

統計・データ名（出典）
/定性的なアウトカムに

関する成果実績

-

成果目標①-1の
設定理由

（アウトプット
からのつながり）↓

↓
成果目標①-2の

設定理由
（短期アウトカム
からのつながり）

-

-

アクティビティ①について定性的なアウトカムを設定している理由

-

件 3 1 3

目標値 件 3 1 3



-

目標年度における効果測定に関する評価（令和○年度実施）

-
点検結果

経費の執行にあたっては、原則として一般競争入札（少額随契を除く）により請負業務を
行っており、透明性・競争性の確保を図っているところ。
業務履行にあたっては、実施状況の報告により履行内容が適正か確認するなど、適切な監
督・検査体制を実施。

-

-

過去の外部有識者の所見も踏まえ、引き続き適切な執行管理及び効率的な運用に努めること。

外部有識者の所見

上記への対応状況

-

上記への対応状況

-

過去に受けた指摘事項
と対応状況

0051

-

-

令和2年度 内閣府 0050

今後も透明性・競争性の確保を図り、コスト削減等に努めるとともに必要な見直しを行いつつ、効果的・効率的な予算執行に努める。

落札率は、他の契約の予定価格を類推される恐れがあるため記載していない。

関連する過去のレビューシートの事業番号

令和元年度

平成28年度 0043

平成29年度 0043

平成27年度

内閣府

行政事業レビュー推進チームの所見に至る過程及び所見

平成24年度 0061、0069

平成25年度 0046

公開プロセス・秋の年次公開検証（秋のレビュー）における取りまとめ

その他の指摘事項

引き続き、適切な執行管理及び効率的な運用に努めていく。

現状通り

現状通り

0049

平成30年度 0044

平成23年度 0057、0061

事業に関連する
ＫＰＩが定められ
ている閣議決定

等

名称

URL

該当箇所

平成26年度 0044

備考

改善の
方向性

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

事業所管部局による点検・改善

-



請負【一般競争入札（最低価格）等】

請負【随意契約（少額）】

請負【一般競争入札（最低価格）等】

請負【随意契約（少額）等】

0058

2021 府

資金の流れ
（資金の受け取り先が
何を行っているかにつ

いて補足する）
（単位：百万円）

0062

令和4年度 2022 府 21

20令和3年度

内閣府
１１１．７百万円

Ａ．民間企業６社

４４．７百万円

Ｂ．民間企業２社

４．２百万円

C．民間企業７社

６１百万円

Ｄ．民間企業２社

１．２百万円

災害対策本部予備施設維持管理

費

災害対策本部予備施設各所修繕

東京湾臨海部基幹的広域防災拠

点維持管理費

東京湾臨海部基幹的広域防災拠

点各所修繕

※四捨五入の関係で費目合計と一致しない



　

支出先上位１０者リスト

A.

B

C

D

- -

- - -

2
ジャパントータルサービス株
式会社

7020001023818 トイレ漏水修繕 0.2
随意契約
（少額）

-

1 東テク株式会社 2010001051477 受水槽廻り修繕 0.9
随意契約
（少額）

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数
（応募者数）

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

-

- -

10
ジャパントータルサービス株
式会社

7020001023818 機械警備業務（東扇島） 0.4
随意契約
（少額）

- -

- - -

9
ジャパントータルサービス株
式会社

7020001023818 清掃業務（東扇島） 1
随意契約
（少額）

-

8
東京電力エナジーパートナー
株式会社

8010001166930 電気料金（東扇島） 2.2
随意契約
（その他）

-

7 株式会社和心 4011101047545 清掃他業務（有明） 3.1
一般競争契約
（最低価格）

5 - -

- -

6
ジャパントータルサービス株
式会社

7020001023818
設備等点検及び保守業務（東
扇島）

3.7
一般競争契約
（最低価格）

1 -

3 - -

5 広友サービス株式会社 3010401009875 備蓄品調達 5.5
一般競争契約
（最低価格）

2

4 株式会社イズミ 8220001021040 警備業務（有明） 6.1
一般競争契約
（最低価格）

-

3 東京臨海熱供給株式会社 7010601023838 熱使用料金（有明） 7.3
随意契約
（その他）

- - -

- -

2 日立造船株式会社 3120001031541 電気料金（有明） 13
一般競争契約
（最低価格）

- -

入札者数
（応募者数）

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

1 株式会社和心 4011101047545 設備保全業務（有明） 18.8
一般競争契約
（最低価格）

4

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等

- - -3 ダイキン工業株式会社 8120001059660
通信統制室空調ファンベルト
修繕

0.1
随意契約
（少額）

-

2 株式会社サンライズ 7120901036792 監視カメラ修繕 2
随意契約
（少額）

- - -

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

1 株式会社サンライズ 7120901036792 水道メータ修繕 2.1
随意契約
（少額）

- -

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数
（応募者数）

- - -6 東京瓦斯株式会社 6010401020516 ガス料金 0
随意契約
（少額）

-

5
株式会社東京クレジットサー
ビス

3010001034101 水道料金 0.2
随意契約
（少額）

- - -

- -

4 株式会社美備 3021001017937 清掃及び外構環境整備 2.3
一般競争契約
（最低価格）

3 -

1 - -

3 株式会社サンライズ 7120901036792 設備等点検及び保守 8.9
一般競争契約
（最低価格）

2

2
東京電力エナジーパートナー
株式会社

8010001166930 電気料金 16.6
一般競争契約
（最低価格）

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

1 サンエス警備保障株式会社 4040001002525 庁舎管理及び警備 16.7
一般競争契約
（最低価格）

3 - -

費目・使途欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙2】に記載 チェック

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数
（応募者数）

落札率

計 21.9 計

雑役務費 清掃他業務（有明） 3.1

雑役務費 設備保全業務（有明） 18.8

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

修繕費 監視カメラ修繕

C. D.

費目・使途
（「資金の流れ」において
ブロックごとに最大の金
額が支出されている者に
ついて記載する。費目と
使途の双方で実情が分

かるように記載）

A. B.

費　目 使　途

計 16.7 計 4.1

2

金　額
(百万円）

費　目 使　途
金　額

(百万円）

雑役務費 庁舎管理及び警備 16.7 修繕費 水道メータ修繕 2.1


	行政事業レビューシート



